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ここでは、紹介者の所属する機関の作成文書(以下「報告書Jとする)
をあえて紹介する白後に見る特色のため、 20日年度以降第二巡回を迎え
る今後の法科大学院認証評価、とくに教員審査等教員組織の審査にとって、
報告書が有益な資料になると考えたからである。
そのはしがきによれば「東北学院大学法科大学院は、 2008(平成20)
年度に財団法人大学基準協会の認証評価を受けた。この報告書は、評価作
業に関連した主要な文書を、法科大学院のあり方や法科大学院に対する評
価のあり方の検討資料として残す、というねらいで作られている。J
また、「報告書の構成は簡明で、 Iで経過を年表の形にまとめた後、 E
では、関係資料を、作成された時点の内容のまま経年順に掲載した。また、
印刷した報告書と同様の内容を収めたCDも作って添付した。J
* * * 
( 1 ) 報告書が、その特色・存在理由としてかかげる第lは、「従来の他
校の例においては、一般に、法科大学院側の点検・評価報告書と認証評価
団体による評価結果の記録にとどまる例が多いが、ここでは、一連の作業
の中で認証評価団体と法科大学院の問で交わされたその他の文書もその主
要なものを掲載している点。Jである。
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目次にしたがって、「その他の文書」の内容を確かめると、「法科大学院
基礎データ(別冊部分を除く)J r (認証評価申請に際して提出した)添付
資料のリストJr実地視察に先立つ大学基準協会からの質問、および、そ
れに対する東北学院大学の回答Jr実地視察の前後に追加提出した資料の
リストJr認証評価結果(委員会案)Jr委員会案に対する東北学院大学の
意見申立、および、それへの委員会の「対応Jr認証評価最終結果に対す
る東北学院大学のコメントJr認証評価結果に対する東北学院大学による
異議申立Jr異議申立の要旨Jr異議申立に対する基準協会による裁決」の
10点で、ある。
教員審査に関する文書は後に述べることにして別にすれば、とくに注目
すべき資料の第 lは、「添付資料のリストJと「実地視察の前後に追加提
出した資料のリスト」で、前者では、法科大学院側が認証評価機関から一
定の指示を受けた中で実際にどのような資料を出したのか、また後者では、
認証評価機関が何を追加的に求めたのかを明らかにしている。第2に、実
地視察に先立つ質問・回答は、点検・評価報告書を前提に、さらに何が問
題とされたのかを明らかにしている。
(2 )報告書は、その第2の特色として、「今回の認証評価の過程では、法
科大学院教員の担当資格が問題にされた。このため、担当資格要件をめぐ
る議論が、認証評価の最終結果に対して法科大学院が異議申立をし、それ
に裁決が下されるという経過をもたどって詳しく扱われている点。」を挙
げている。
関連する、重要な資料は、①「委員会案に対する東北学院大学の意見申
立、および、それへの委員会の「対応J、②「認証評価結果に対する東北
学院大学による異議申立Jおよび③「異議申立に対する基準協会による裁
決Jの3点である。
2008年12月に正式に伝えられた委員会案により、特定具体的な基本科
目名があげられ、その担当教員について(実質的には個人特定可能な記載
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で)、担当科目の「教育歴を十分に積んでいるとは判断できず、また学術
論文の本数や内容から研究業績の面においても十分であるとは言い得な
いJとされた。これに対して、当該法科大学院が、当該教員の教育歴も研
究業績も十分であることの根拠等を「意見」としたもの、さらに、「意見」
に対する基準協会の「対応Jをまとめたのが、上記①である。
「意見J(2009年1月)の中では、「教員の担当資格に関する現行の判
断基準をぜひとも公表」することも求められ、「公表Jが長く待たれてい
たが、 2010年9月に基準協会の改定「法科大学院基準」が作られ、その
「留意事項J(添付資料A)において、このことがはじめて実現した。(な
お、ここの「留意事項Jという語は、基準協会によれば、「各法科大学院
において本協会の法科大学院認証評価を申請するに当たり、法科大学院基
準に基づき点検・評価をする際に留意するとともに、本協会において認証
評価を行う際に留意するものである。J)
上記②では、 2003年の設置審における教員審査(この審査の際、専任
教員審査の指針とされた文書(この文書も報告書に掲載)の内容は、ほぼ
そのまま、本紹介における資料Aの内容になっている。)や、他の認証評
価機関の運用指針等との差異も詳しく記述されている。
(3)全国74の法科大学院を対象とした認証評価は2006年度から2009年
度までで一区切りした。結果の概要は、資料Bのとおりである。このうち、
教員資格の問題で、しかもたまたま、この問題だけを理由として3校(東
北学院大 (2008年度大学基準協会)の他、愛媛・香川連合 (2007年度学
位授与機構)および鹿児島大 (2008年度下期法務研究財団))が認定不可
となった。しかし、この他の3校(明治大2∞8年度学位授与機構、近畿
大2008年度大学基準協会、静岡大2009年度学位授与機構)にあっても一
部の専任教員について担当科目との適合'性がはっきり否定されている。
(4)第二巡の認証評価にあっては、設置審で担当可とされた教員に対す
る実質的な再審査も行われる。 2009年4月の中教審大学分科会法科大学
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院特別委員会の報告で、教員審査については「重点項目」とする方向が示
され、これにそった認証評価機関による関係規定等の改定も 2010年に行
われた。上記のとおり基準協会が「留意事項Jを策定したのもこの一環で
あったo
* * * 
報告書は、そのはしがきの最後で、 r2009年3月に公表された〔東北学
院大学法科大学院に対する〕認証評価の結果は、わたしたちのとうてい納
得できるものではなかった。はたして、今回の評価結果およびその理由は、
公正に見てどのように評価されるべきだろうか。この判断の手がかりも、
報告書の資料から見出されることを期待している。Jとしている。
東北学院大学法科大学院に対する認証評価結果については、これが「認
証評価のあり方の根本に関わる問題をはらんでいる」とする立場から、法
学者97名による声明 (r法律時報J81巻10号 (2009年9月号130頁))が
公にされている。
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報告書;が認証評価にかかわる専門家の間で利用されることを期待したい。
(報告書に関する問い合わせ先:東北学院大学学長室事務課(旧調査企
画課)
干980-8511 仙台市青葉区土樋1・3・1
電話022・264・6364
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資料A 大学基準協会 f法科大学基準J[2010年9月改定]評価の視点3-4
に付された留意事項
[留意事項]
( 1 )研究者教員に関しては、以下の点について留意する。
-授業科目担当能力の審査については、おおむね5年以上の教育経験(大学及
び大学院において当該分野の科目を担当する非常勤講師の期間を含む。)と、
当該科目について「高度の法学専門教育を行う能力」を証する最近5年間の
研究業績があることを基本とする。
ただし、上記の研究業績判定に際し、教育用の判例解説程度とみなされるも
のは、研究業績に含めない。
また、教育経験期間の算定に当たっては、常勤教員の場合には、留学期間を
これに含める。
このほか、かつて実務家であった者が、研究者教員として所属している場合
には、教育経験が上記期間に満たないときであっても、実務経験期間を併せ
考慮することができる。
-教育経験年数の少ない研究者教員については、教育経験不足を補いうるよう
な高度の法学専門教育能力を示す研究業績(課程博士又は論文博士の学位や
それに準じる論文・著作等)がある場合には、担当科目等を考慮して、おお
むね5年以上の教育経験を一定程度緩和 (4年程度)することもあり得る。
(2 )実務家教員に関しては、以下の点について留意する。
-授業科目担当能力の審査については、民法・刑法などの法律基本科目や理論
的・体系的性質の強い科目を担当する場合、当該科目の学術論文・著作等だ
けでなく、隣接分野での論文・著作等をも含めて、その担当能力を示す研究
業績(ここでいう「研究業績」には、判例評釈、理論的な実務上の実績など
を含む。)の有無を中心に判定する。
ただし、実務家教員が手続法科目を担当する場合には、その科目の性質上、
教育上・職務上の経歴・実績をより重視する。
なお、実務家教員が研究者教貝と共同して担当する場合には、その担当部分
について判定する。
-実務家教員が実務科目を担当する場合、担当科目と実務経験との関連が認め
られるか否かを中心に判定する。
・現在、大学の専任教員となっている元実務家を実務家として認定するために
は、実務をやめてから5-10年以内であることを要する。 5-10年のどの程
度で可とするかは、それ以前の実務経験の長さを考慮する。
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資料B 第一期法科大学院認証評価結果
|平成…糊 平成 19(2007)年度
対象 認定 不認定対象 認定 不認定
日弁連法務研 4 4 。
究財団 ①大東文化
(上期) @立教
@久留米
@[司学院
2 2 。 7 6 1 
①早稲m* ①西市学院 ①愛知*
同 ②駒沢 ②福岡
(下期) ③独協
@明治学院
@創価
@立命館
大学評価・学位 9 5 4 
授与機構 ①新潟 ①北海道
②金沢 ②一橋
@熊本 @千葉
@上智 ④骨川・愛媛
⑤専修
大学基準協会 2 2 。
①躍を賂
②法政
~ IE 
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*は異議申立枝、 *は異議申立校のうち申立の結果、評価が一部修正されたもの。
平成20(2008)年度 平成21(2009)年度 第一期通算
対象 認定 不認定 対象 認定 不認定 対象 認定 不認定
7 4 3 1 1 。 12 9 3 
①大宮 ①山梨学院* ①北海学園
②関西学院 @京都産業
③中央 ③東海*
@東洋
7 4 3 ( 1 ) (1 ) 。 16 12 4 
①岡山 ①姫路独協 (京都産業) (17) (13) 
②琉球 ②鹿児島
@島根 @成際
@背山
16 14 2 3 2 1 28 21 7 
①東北 ①同志社 ①筑波 ①静岡
②東京 ②神戸学院 ②信州
③横浜国立
@名古屋
@京都
@大阪
⑦神戸
@広島
@九州
⑮首郵
⑪大阪市立
⑫学習院
⑬明治
⑬近段
14 5 9 2 1 18 8 10 
①駿河台 ①東北学院* ①飽谷 ①愛知
@中京 ②大阪学院 学院*
@桐蔭償浜 @神奈川*
@南山 @関西*
⑤広島修道 ⑤関東学院
@甲南*
⑦日大
③白岡*
@名域*
|ふt lz)|50 
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